
クラウド時代のシステム運用とは？ ～クラウド時代のシステム運用はこれだ！～ 分科会発表資料 別紙

本資料の各項目の詳細は、成果報告書「3.研究内容」をご確認ください。

大項目 中項目 小項目 想定効果

3.1 技術の変化に対応でき
る人材を確保するためには

3.1.1　運用業務に対する正当な評価
を実現するためのアクション

1) 評価基準の改定 ① プロジェクトチームの結成 全社視点で評価制度を見直していくことが必要なため、運用部門だけ
でなく、人事部門も含めたプロジェクトチームを結成する。

運用業務に対する正当かつ客観的な
評価が可能となる。正当な評価を得ら
れることで、運用担当者が自身の業務
に誇りを持ち、モチベーションを維持で
きるようになることで、人材流出を防ぐ
ことができる。また、発表会や社内報
などで運用業務を発信することで、運
用業務に興味を持った人材の確保が
期待できる。

② 評価項目の設定 運用担当者の意見を聞き、運用業務の抽出を行う。
抽出した各業務には、プロジェクトチームにて適切な重み付けを実施
する。

③ 評価基準改定案の作成 設定した評価項目を基に、評価基準改定案を作成する。
作成した案を実際の運用業務に当てはめ、改定内容の過不足、重み
付けの妥当性を確認し、実態にそぐわない箇所を修正する。

④ 評価基準の導入 経営層の合意を得た上で、プロジェクトチームから社員へ説明し導入
する。

2) 運用業務理解促進に向けた取り組み a) 運用業務を知ってもらうイベントの企画や
　 情報公開

・運用業務発表会
・社内表彰
・社内報
・システム稼働状況の公開

b) 運用業務の体験 ・社内インターン
・運用体験研修

3.1.2　社員のスキルアップに対する意
欲を維持できる環境を実現するための
アクション

1) キャリア実現に向けた支援 ① キャリアパスの設定支援 企業は社員に向けて企業が考えるキャリアパスを説明する。また、企
業は社員に自己分析のツールや手法を提供し、分析の質の向上を支
援する。加えて、外部講師や先輩社員を招き、リアルな経験やアドバ
イスを共有するワークショップを開催する。

高度な資格を有する社員、管理職や
経営を目指す社員など、企業にとって
幅広い人材育成、人材確保ができる。
また、企業からキャリアを積んだ社員、
企業が求める資格を有する社員へ報
奨金などによる還元により、企業と社
員の関係性をより強固にし、企業と社
員が一丸となってビジネス拡大、新規
ビジネスへのチャレンジが期待でき
る。

② キャリアパスの設定 社員は上長との面談を通じて、適切なキャリアパスを設定する。

③ 教育環境の提供 ・資格取得支援
・セミナー参加支援
・学習時間の提供

2) 資格奨励制度の見直し ① 保有資格ランクの作成 資格の難易度や実用度合に応じて、資格ランク表を設ける。
企業は資格ランク表を基に、社員の給与ベースアップを行う。

② 資格試験の支援 希望する社員に対して、企業は教材や受験費用を全額負担し、スキ
ルアップに意欲的な社員への支援を行う。

③ 社員への評価およびフィードバックの実施 定期的な評価面談を設け、社員にフィードバックを提供する。目標の
設定やスキル向上の支援など、具体的な改善点や強化内容を示す。

3.1.3 レガシーシステムから IT人材の
解放を実現するためのアクション

レガシーシステム脱却計画の推進 1) 計画の策定 レガシーシステムから脱却する計画を立てるために、利用状況と業務
影響を調査する。
今後の方向性を表にマッピングし、計画を策定する。

レガシーシステムの運用に注力せざる
を得ない人材を解放する。これにより、
新たな技術や領域に挑戦する機会を
創出し、企業の戦略に合わせた業務
に割り当てることが可能になる。結果と
して、企業は環境の変化に対応できる
ようになり、新たにビジネスチャンスを
得ることができる。

2) 合意形成 計画を実行するには経営層や利用者に対し、計画を実行することで得
られる効果を説明し合意を得る必要がある。
また、合意形成には策定した計画に加え、投資対効果や人件費を含
む維持管理費用について説明をすべきである。

3) 計画実行 案1　廃止
システムを廃止する。

案2　改修
機能や仕様の見直しを行い、改修をする。

案3　移行　
別システムへ機能を移管、もしくは別のシステムに統合する。システム
の稼働環境を更新、もしくは移行する。必要な機能を外部サービス、
製品にて実現する。

案4　刷新
構成を一新し、システム全体を再構築する。

3.2 クラウド時代に適した
サービス・システムの提供
をするためには

3.2.1 継続的改善ができる組織作りの
ためのアクション

1) 社内開発標準の改訂

(アジャイル開発とその開発手法を社内開
発標準の採用)

① 社内開発標準の改訂 ・スクラム（コミュニケーション重視）
・エクストリーム・プログラミング（テクニカル重視）
・ユーザ機能駆動開発(ビジネス重視)

社内開発標準にアジャイル開発を採
用し、開発部門と運用部門が協力した
DevOpsを構築することで、柔軟かつ
迅速な開発、運用が可能となる。その
結果、継続的改善に取り組める組織と
なるため、技術変化の激しいクラウド
時代に対応することができる。

② エバンジェリストによる展開 エバンジェリストの選出基準
・アジャイル開発の知識・開発経験
・幅広い人脈
・柔軟なコミュニケーションスキル
・プレゼンテーションスキル

③ 効果の測定 評価軸例
・定量的な評価
　- リリース速度
　- 開発工数
　- 不具合発生件数
・定性的な評価
　- 社員間のコミュニケーション
　- スキル
　- 作業効率

2) 開発部門と運用部門による協力体制の
構築と継続的改善

① DevOps体制の構築 DevOps体制構築のため、開発部門と運用部門の互いの業務や文化
を理解すべきである。相互理解を促進するためにコミュニケーションの
場を用意する。

② DevOpsライフサイクルの効率化 ライフサイクルを円滑化の為の一般的なツール例
・プラン(Jira Align, Trello, Asana, Microsoft Planner)
・コード(Git, GitHub, Bitbucket, GitLab)
・ビルド(Jenkins, Travis CI, CircleCI, Azure DevOps)
・テスト(Selenium, Appium, JUnit, TestNG)
・リリース(Ansible, Chef, Puppet, SaltStack)
・オペレート(Nagios, Zabbix, Prometheus, Grafana)
・モニター(Splunk, ELK Stack, Datadog, New Relic)

③ 効果の測定 評価項目例
・定量的な評価
　- リリース速度
　- 開発工数
　- 復旧時間
　- ミスコミュニケーション発生件数
・定性的な評価
　- 開発部門と運用部門間のコミュニケーション

④ DevOpsの維持

(開発部門と運用部門間のジョブローテーション)

ⅰ) 対象者の選定
ⅱ) ジョブローテーションの実施

3.2.2 組織全体の ITリテラシーの底上
げを実現するためのアクション

 ITリテラシーの底上げ 1) ITリテラシー底上げ目標の設定 最低限のITリテラシー底上げ目標 組織全体のITリテラシーを底上げする
事により、経営層および社員のITリテ
ラシー格差がなくなり、円滑なコミュニ
ケーションができるようになる。また、
経営層がIT投資に対して適切な判断
ができるようになるため、ビジネスチャ
ンスの拡大も期待できる。

可能であればより高度な知識を習得

2) ITリテラシー底上げ施策の実施 学習機会の提供と学習の奨励


